市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：高すぎる国保税の値下げを求める
（問）「高すぎて払いたくても払えない」と声がある国保税値下げの是非を、財政状況を示し市に求めたい。保険税引き下げのため、3年間で6億の一般会計から国保会計への繰入れを予算化しているが、年度末補正で減額し9月決算でほぼゼロとなっている。国保会計は1億以上の黒字だからだ。一方、国保基金が枯渇してしまった状況もあるが、一般会計基金は80億。値下げの道筋はみえるのではないか。
（答）一般会計からの赤字補てんは、特例の措置。今後も赤字額が生じる厳しい財政状況が続く。基金が底を着いた状況で値下げは考えていない。
（問）18年度から始まる国保広域化（県単位化）で市民が最も関心を持っているのは保険税が値上げになるか否かだ。
県が納付金を決定して、それに対し市は100％上納するという制度への大転換は、値下げどころか市が集められる保険税と納付金の差額を保険税値上げで賄うか、一般会計からの繰入れで行うかの選択が迫られる。従来通りの繰り入れを行う考えはあるか。
（答）市民の負担を見極める中で、最大限の配慮をしていく。
標題２：多子世帯に対する実効性ある補助制度を
（問）市内で5人の子供を持つ母親から話を聞いたが、子供の為の支出が多くとても苦しいとの事だ。
　全国的に深刻な人口減問題がある中で、多子世帯を大事にし、助成制度を作るべきでは。
（答）多子世帯は、少子化解消に対して大きな貢献をしているにもかかわらず、保護者の経済的負担が、他の世帯に比べ大きいことも承知している。

総合的に子育て施策を進めるなかで、多子世帯に対する支援についても研究する。

（問）平成22年度の年少扶養控除廃止により、今年度から保育料が多子世帯ほど負担増になるケースが発生している。市の裁量次第で控除を再算定し値上げにしない事も出来るが、6月1日の私の文書質問では、再算定しない決定をしたとある。「子育てするなら藤枝」を標榜するなら再算定すべきでは。
（答）新入園児には適用できない公平性の理由などで、再算定は行わない。
